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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱収縮性多層フィルムであって、
　内容物と接する内表面層と、接着層と、該接着層に隣接する中間層とを含み、
　上記内表面層と上記接着層と上記中間層とが、上記熱収縮性多層フィルムの内側から外
側へ、この順に積層されており、
　上記内表面層は、酢酸ビニル単量体単位の含有量が１０重量％以上２０重量％以下の架
橋されていないエチレン酢酸ビニル共重合体からなり、
　上記接着層は、酸変性エチレン系共重合体を含み、
　上記中間層は、ポリアミド系樹脂を含み、
　８０℃におけるＭＤの熱収縮率と、ＴＤの熱収縮率が、それぞれ、２８％以上５０％以
下であることを特徴とする熱収縮性多層フィルム。
【請求項２】
　上記内表面層と、上記接着層とが隣接していることを特徴とする請求項１に記載の熱収
縮性多層フィルム。
【請求項３】
　上記内表面層と上記接着層との間に、上記内表面層と上記接着層との両方に隣接してい
る内面層をさらに含み、該内面層は、低密度ポリエチレン、超低密度直鎖状ポリエチレン
、直鎖状低密度ポリエチレン、エチレン－アクリル酸共重合体、エチレンアクリル酸メチ
ル共重合体、エチレンアクリル酸エチル共重合体、エチレン酢酸ビニル共重合体及びアイ
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オノマーからなる群より選択される少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１に記
載の熱収縮性多層フィルム。
【請求項４】
　上記中間層に含まれる上記ポリアミド系樹脂は、脂肪族ポリアミド及び非晶質芳香族ポ
リアミドのうちの少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に
記載の熱収縮性多層フィルム。
【請求項５】
　上記中間層に含まれる上記ポリアミド系樹脂は、ナイロン６、ナイロン６－６６、ナイ
ロン６－１２、ナイロン６－１０及びナイロン６－６６－１２からなる群より選択される
少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１～４のいずれか１項に記載の熱収縮性多
層フィルム。
【請求項６】
　上記接着層は、不飽和カルボン酸又はその誘導体で変性されたエチレン系共重合体を含
むことを特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の熱収縮性多層フィルム。
【請求項７】
　上記接着層は、無水マレイン酸変性エチレン系共重合体を含むことを特徴とする請求項
１～６のいずれか１項に記載の熱収縮性多層フィルム。
【請求項８】
　上記接着層は、無水マレイン酸変性エチレン－αオレフィン共重合体及び無水マレイン
酸変性エチレン－酢酸ビニル共重合体のうちの少なくとも１つを含むことを特徴とする請
求項１～７のいずれか１項に記載の熱収縮性多層フィルム。
【請求項９】
　上記中間層の外側に隣接しているバリア層をさらに含み、該バリア層は、エチレン－ビ
ニルアルコール共重合体及びポリメタキシリレンアジパミドからなる群より選択される少
なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１～８のいずれか１項に記載の熱収縮性多層
フィルム。
【請求項１０】
　上記バリア層の外側に隣接している外層をさらに含み、該外層は、ポリアミド系樹脂を
含むことを特徴とする請求項９に記載の熱収縮性多層フィルム。
【請求項１１】
　上記外層に含まれる上記ポリアミド系樹脂は、脂肪族ポリアミド及び非晶質芳香族ポリ
アミドのうちの少なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１０に記載の熱収縮性多層
フィルム。
【請求項１２】
　上記外層に含まれる上記ポリアミド系樹脂は、ナイロン６、ナイロン６－６６、ナイロ
ン６－１２、ナイロン６－１０及びナイロン６－６６－１２からなる群より選択される少
なくとも１つを含むことを特徴とする請求項１０又は１１に記載の熱収縮性多層フィルム
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は食品包装に用いられる熱収縮性多層フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、熱収縮性多層袋及びパウチ等の包装材料が、食品包装に用いられている。包装材
料に利用される熱収縮性多層フィルムとしては、例えば、樹脂積層体を管状ダイからフィ
ルム状に押し出し、インフレーション法により二軸延伸することで得られる管状（チュー
ブ状）のフィルムが挙げられる。この管状の熱収縮性多層フィルムは、袋状又は筒状に賦
形され、底シールバッグ等の包装材料に製袋されたり、サイドシールバッグ等の包装材料
に製袋されたりする。
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【０００３】
　底シールバッグ等の包装材料は、例えば、以下のように製袋される。まず、管状の熱収
縮性多層フィルムが、フィルム状に押し出した押出方向に垂直な方向にヒートシール、イ
ンパルスシール又は高周波シール等によって一次シールされ、袋の底シール部を形成され
る。次に、底シール部の位置と、当該押出方向において異なる位置で、当該押出方向に垂
直な方向に当該フィルムがカットされ、袋の開口部を形成される。このようにして、底シ
ールバッグ等の包装材料が得られる。
【０００４】
　サイドシールバッグ等の包装材料は、例えば、以下のように製袋される。まず、管状の
熱収縮性多層フィルムが、押出方向に垂直な方向にヒートシール、インパルスシール又は
高周波シール等によって一次シールされ、袋のサイドシール部（バッグ側面）が形成され
る。次に、押出方向に平行な方向に当該フィルムがカットされ、袋の開口部を形成される
。このようにして、サイドシールバッグ等の包装材料が得られる。
【０００５】
　また、熱収縮性多層フィルムがＴダイから押出しされ、テンター法により延伸されたフ
ラットフィルムである場合には、フラットフィルムのシール面が内側にして折りたたまれ
、二枚のフラットフィルムのシール面同士を向き合わせて重ねられ、パウチの形状に添っ
て一次シール及びカットされることでパウチ等の包装材料が得られる。
【０００６】
　これらの熱収縮性の包装材料は、食品包装体に用いられる。食品包装体は、包装材料中
に、食肉等の内容物を充填して脱気し、二次シールすることで真空包装を行い、熱処理に
より包装材料を熱収縮することで得られる。熱処理としては、例えば、真空包装された製
品を熱水中に浸漬させたり、熱水シャワーに通したり、熱風トンネルを通過させたりする
等の熱処理が挙げられる。
【０００７】
　熱収縮性多層フィルムとしては、例えば、特許文献１及び２に、内容物と接する内表面
層と、接着層と、当該接着層に隣接するガスバリア層と、中間層とが内側から外側へ、こ
の順で積層されており、内表面層がエチレン系共重合体からなり、ガスバリア層がエチレ
ン－ビニルアルコール共重合体からなり、中間層がポリアミド系樹脂からなる熱収縮性多
層フィルムが記載されている。
【０００８】
　また、特許文献３には、内容物と接する内表面層と、接着層と、当該接着層に隣接する
エチレン系共重合体を含む層と、接着層と、ポリアミド系樹脂を含む層とが、内側から外
側へ、この順に積層されており、内表面層がアイオノマー樹脂又はポリエチレンを含む層
である熱収縮性多層フィルムが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】国際公開ＷＯ２０１４／１７８３７８号
【特許文献２】国際公開ＷＯ２０１４／１７８３７９号
【特許文献３】国際公開ＷＯ２０１６／０５３９５６号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　ところで、上述の熱処理によって熱収縮性多層フィルムを収縮させる際に、包装材料の
一次シールした部分である一次シール部に負担がかかり、切れてしまう虞がある。このこ
とから、熱処理による収縮の際に、一次シール部が切れることのない熱収縮性多層フィル
ムの開発が望まれている。一次シール部が切れないようにするには、一次シール部のシー
ル強度が高い必要がある。熱収縮性多層フィルムにおいては、収縮後にフィルムが内容物
に美麗にフィットすることが望まれているため、高温下で高い収縮率を発現することが望
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ましいが、フィルムが収縮する際の応力によって、一次シール部が切れることがある。こ
のことから、一次シール部が切れない熱収縮性多層フィルムとして、一次シール部のシー
ル強度が高く、且つ、高温下で高い熱収縮率を有している熱収縮性多層フィルムが求めら
れている。
【００１１】
　しかしながら、本願発明者が検討を行った結果、特許文献１、２に記載の熱収縮性多層
フィルムは、一次シール部の強度が十分ではなかった。また、特許文献３に記載の熱収縮
性多層フィルムは、高温下での熱収縮率が十分ではなかった。
【００１２】
　本発明は、上記課題に鑑みられたものであり、その目的は、一次シール部のシール強度
が高く、且つ、高温下で高い熱収縮率を有している熱収縮性多層フィルムを提供すること
にある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記の課題を解決するために、本発明者が鋭意検討した結果、以下の本発明に達した。
【００１４】
　本発明に係る熱収縮性多層フィルムは、熱収縮性多層フィルムであって、内容物と接す
る内表面層と、接着層と、該接着層に隣接する中間層とを含み、上記内表面層と上記接着
層と上記中間層とが、上記熱収縮性多層フィルムの内側から外側へ、この順に積層されて
おり、上記内表面層は、エチレン酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）を含み、上記接着層は、
酸変性エチレン系共重合体を含み、上記中間層は、ポリアミド系樹脂を含むことを特徴と
する。
【００１５】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記内表面層と、上記接着層とが
隣接していることが好ましい。
【００１６】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記内表面層と上記接着層との間
に、上記内表面層と上記接着層との両方に隣接している内面層をさらに含んでいてもよい
。該内面層は、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、超低密度直鎖状ポリエチレン（ＶＬＤ
ＰＥ）、直鎖状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）、エチレン－アクリル酸共重合体（Ｅ
ＡＡ）、エチレンアクリル酸メチル共重合体（ＥＭＡ）、エチレンアクリル酸エチル共重
合体（ＥＥＡ）、エチレン酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）及びアイオノマー（ＩＯ）から
なる群より選択される少なくとも１つを含むことが好ましい。
【００１７】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記中間層に含まれる上記ポリア
ミド系樹脂は、脂肪族ポリアミド及び非晶質芳香族ポリアミドのうちの少なくとも１つを
含むことが好ましい。
【００１８】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記中間層に含まれる上記ポリア
ミド系樹脂は、ナイロン６、ナイロン６－６６、ナイロン６－１２、ナイロン６－１０及
びナイロン６－６６－１２からなる群より選択される少なくとも１つを含むことが好まし
い。
【００１９】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記接着層は、不飽和カルボン酸
又はその誘導体で変性されたエチレン系共重合体を含むことが好ましい。
【００２０】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記接着層は、無水マレイン酸変
性エチレン系共重合体を含むことが好ましい。
【００２１】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記接着層は、無水マレイン酸変
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性エチレン－αオレフィン共重合体及び無水マレイン酸変性エチレン－酢酸ビニル共重合
体のうちの少なくとも１つを含むことが好ましい。
【００２２】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記エチレン酢酸ビニル共重合体
（ＥＶＡ）における酢酸ビニル単量体単位の含有量が１０重量％以上２０重量％以下であ
ることが好ましい。
【００２３】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記中間層の外側に隣接している
バリア層をさらに含み、該バリア層は、エチレン－ビニルアルコール共重合体（ＥＶОＨ
）及びポリメタキシリレンアジパミド（ナイロンＭＸＤ６）からなる群より選択される少
なくとも１つを含むことが好ましい。
【００２４】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記バリア層の外側に隣接してい
る外層をさらに含み、該外層は、ポリアミド系樹脂を含むことが好ましい。
【００２５】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記外層に含まれる上記ポリアミ
ド系樹脂は、脂肪族ポリアミド及び非晶質芳香族ポリアミドのうちの少なくとも１つを含
むことが好ましい。
【００２６】
　また、本発明に係る熱収縮性多層フィルムにおいて、上記外層に含まれる上記ポリアミ
ド系樹脂は、ナイロン６、ナイロン６－６６、ナイロン６－１２、ナイロン６－１０及び
ナイロン６－６６－１２からなる群より選択される少なくとも１つを含むことが好ましい
。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明に係る熱収縮性多層フィルムは、一次シール部のシール強度が高く、且つ、高温
下で高い熱収縮率を有しているという効果を奏する。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下、本発明の一実施形態について、詳細に説明する。
【００２９】
　＜熱収縮性多層フィルム＞
　本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムは、熱収縮性多層フィルムであって、内容物と
接する内表面層と、接着層と、該接着層に隣接する中間層とを含み、上記内表面層と上記
接着層と上記中間層とが、上記熱収縮性多層フィルムの内側から外側へ、この順に積層さ
れており、上記内表面層は、エチレン酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）を含み、上記接着層
は、酸変性エチレン系共重合体を含み、上記中間層は、ポリアミド系樹脂を含む。
【００３０】
　本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムとしては、例えば、外表面を構成する層（最外
層）から、食肉等の内容物と接触する層（内表面層）へ順に記載すると、例えば、ポリエ
チレンテレフタレート（ＰＥＴ）／無水マレイン酸変性エチレン系共重合体／ナイロン／
エチレン－ビニルアルコール共重合体（ＥＶＯＨ）／ナイロン／無水マレイン酸変性エチ
レン系共重合体／エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）をそれぞれ各層に含む層構成
の熱収縮性多層フィルム、ＰＥＴ／無水マレイン酸変性エチレン系共重合体／ナイロン／
ＥＶＯＨ／ナイロン／無水マレイン酸変性エチレン－酢酸ビニル共重合体／ＥＶＡをそれ
ぞれ各層に含む層構成の熱収縮性多層フィルム、ＰＥＴ／無水マレイン酸変性エチレン系
共重合体／ＥＶＯＨ／ナイロン／無水マレイン酸変性エチレン系共重合体／ＥＶＡ、及び
、ＰＥＴ／無水マレイン酸変性エチレン系共重合体／ナイロン／ＥＶＯＨ／ナイロン／無
水マレイン酸変性エチレン系共重合体／アイオノマー（ＩО）／ＥＶＡをそれぞれ各層に
含む層構成の熱収縮性多層フィルム等が挙げられる。
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【００３１】
　また、熱収縮性多層フィルムを構成する層には、樹脂以外の成分が含まれていてもよい
。樹脂以外の成分としては、各種の添加剤が挙げられ、例えば滑剤、防曇剤、酸化防止剤
、紫外線吸収剤、光安定剤、帯電防止剤、アンチブロッキング剤、染料及び顔料等が挙げ
られる。
【００３２】
　熱収縮性多層フィルムの厚さとしては、フィルムの種類によっても異なるが、通常は５
μｍ以上３００μｍ以下であり、２０μｍ以上１５０μｍ以下であることが好ましい。各
層は、０．１μｍ以上２００μｍ以下が好ましく、０．５μｍ以上１００μｍ以下がより
好ましい。また、内表面層と接着層との厚さの合計が、熱収縮性多層フィルムの厚さのう
ちの６０％未満であることが好ましい。これにより、熱収縮性多層フィルムは機械加工性
に優れ、一次シール強度により優れる。以下、本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムを
構成する、それぞれの層について詳細に説明する。
【００３３】
　〔内表面層〕
　本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムに含まれる内表面層は、内容物に接する層であ
る。
【００３４】
　内表面層は、エチレンに由来する構造単位と、酢酸ビニルに由来する構造単位（以下、
酢酸ビニル単量体単位という）とを有する共重合体である、エチレン－酢酸ビニル共重合
体（ＥＶＡ）を含む。これにより、熱収縮性多層フィルムがセルフウエルド性に優れる。
【００３５】
　内表面層におけるＥＶＡの含有量は、５０重量％以上１００重量％以下が好ましく、７
０重量％以上１００重量％以下がより好ましい。
【００３６】
　また、内表面層は、ポリエチレン又はエチレン系共重合体をベースとする樹脂に滑剤、
アンチブロッキング剤又は防曇剤等が含まれているマスターバッチを、上述のＥＶＡと混
合して内表面層を形成してもよい。このとき、混合するマスターバッチの重量は、内表面
層を形成するための樹脂の全重量の２０重量％以下であることが好ましい。
【００３７】
　また、ＥＶＡにおける酢酸ビニル単量体単位の含有量は、１０重量％以上２０重量％以
下が好ましく、１２重量％以上２０重量％以下がより好ましく、１５重量％以上２０重量
％以下がさらに好ましい。酢酸ビニル単量体単位の含有量が１０重量％以上であることに
より、熱収縮率がより高くなり、熱収縮性多層フィルム製造時に容易に押出しすることが
できる。酢酸ビニル単量体単位の含有量が２０重量％以下であることにより、一次シール
部のシール強度がより高くなる。
【００３８】
　〔接着層〕
　接着層は、各層同士を接着する層である。
【００３９】
　本実施形態では、接着層は、酸変性エチレン系共重合体、例えば、不飽和カルボン酸又
はその誘導体で変性されたエチレン系共重合体を含み、当該接着層は、少なくとも中間層
に接着している。また、接着層は、中間層における、接着層と接している面と反対側の面
に内表面層が隣接している場合は内表面層に、内面層が隣接している場合は内面層に接着
している。このように、酸変性エチレン系共重合体を含む接着層が中間層、及び、内面層
又は内表面層に接着していることで、層間接着力を強くし、一次シール強度を高めること
ができる。
【００４０】
　ここで、変性される元となるエチレン系共重合体は、エチレンと少なくとも１つの追加
モノマーとから誘導される繰り返し単位を含むポリマーを意味する。追加モノマーは、例
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えば、α－オレフィン及び極性官能基を有するモノマーを挙げることができる。このエチ
レン系共重合体としては、エチレン－αオレフィン共重合体、ＥＶＡ、及びそれらの組み
合わせを挙げることができる。
【００４１】
　エチレン－αオレフィン共重合体としては、チーグラー・ナッタ型触媒反応によって製
造された樹脂、及び、メタロセン又はシングルサイト触媒反応によって製造された樹脂を
挙げることができる。
【００４２】
　変性に使用する酸としては、不飽和カルボン酸及びその誘導体が好ましい。
【００４３】
　上述の不飽和カルボン酸としては、マレイン酸、アクリル酸、フマル酸、テトラヒドロ
フタル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸及びナジック酸等が好ましく、また
その誘導体としては酸ハライド、アミド、イミド、無水物及びエステル等を挙げることが
でき、より具体的には、塩化マレニル、マレイミド、無水マレイン酸、無水シトラコン酸
、マレイン酸モノメチル、マレイン酸ジメチル及びグリシジルマレート等が用いられる。
【００４４】
　接着層は、上述のエチレン系共重合体及び上述の不飽和カルボン酸のなかでも、エチレ
ン－αオレフィン共重合体と無水マレイン酸との組み合わせ、及び、エチレン－酢酸ビニ
ル共重合体と無水マレイン酸との組み合わせが好ましい。すなわち、接着層は、無水マレ
イン酸変性エチレン－αオレフィン共重合体及び無水マレイン酸変性エチレン－酢酸ビニ
ル共重合体の少なくともいずれかを含むことが好ましい。
【００４５】
　変性に使用する酸の重量は、最終的に得られる変性エチレン系共重合体の全重量に対し
て０．０１以上１５重量％以下が好ましく、０．１以上１０重量％以下がより好ましい。
【００４６】
　また、接着層は、酸変性エチレン系共重合体以外に他のオレフィンホモポリマー及び／
又はコポリマーをさらに含んでいてもよい。他のオレフィンホモポリマー及び／又はコポ
リマーの含有量は、層間接着力の観点から、接着層を構成する全樹脂重量の０．０１重量
％以上１５重量％以下であることが好ましく、０．１重量％以上１０重量％以下であるこ
とがより好ましい。
【００４７】
　また、接着層は、タッキファイヤー等の粘着付与成分をさらに含んでもよい。このタッ
キファイヤーは主に延伸後及び／又は収縮後の層間接着力を高める目的で使用される。
【００４８】
　使用されるタッキファイヤーとしては、ロジンエステル、水素化ロジンエステル及び重
合ロジンエステル等のロジン類、αピネン重合体、βピネン重合体及びジテルペン重合体
等のポリテルペン系樹脂、オレフィン系重合体及びシクロペンタジエン樹脂等の脂肪族系
炭化水素、並びに、脂環族系炭化水素樹脂が好ましく、ロジンエステル、水素化ロジンエ
ステル、及び、脂環族系炭化水素樹脂がより好ましい。
【００４９】
　なお、接着層は、中間層に隣接している上述の接着層以外にも任意の数だけ設けること
ができ、例えば、後述する最外層と外層との間にさらに設けることができる。
【００５０】
　接着層の厚さは、各０．５μｍ以上６．０μｍ以下であることが好ましく、０．８μｍ
以上５．０μｍ以下であることがより好ましく、１．０μｍ以上４．０μｍ以下であるこ
とがさらに好ましい。
【００５１】
　〔中間層〕
　中間層は、接着層に隣接しており、内表面層及び接着層とバリア層との間にある層であ
る。中間層は、一層構造であっても多層構造であってもよい。
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【００５２】
　中間層は、ポリアミド系樹脂を含めばよく、その中でも、脂肪族ポリアミド及び非晶質
芳香族ポリアミドのうちの少なくとも１つを含むことが好ましい。
【００５３】
　また、ポリアミド系樹脂が、脂肪族ポリアミドと非晶質芳香族ポリアミドとの混合物で
ある場合、ポリアミド系樹脂における脂肪族ポリアミドの含有量が６０重量％以上１００
重量％以下であり、非晶質芳香族ポリアミドの含有量が０重量％以上４０重量％以下であ
ることが好ましい。また、熱収縮性多層フィルムの延伸性と剛性のバランスが優れるとい
う観点から、脂肪族ポリアミドの含有量が６０重量％以上９５重量％以下であり、非晶質
芳香族ポリアミの含有量が５重量％以上４０重量％以下であることがより好ましく、脂肪
族ポリアミドの含有量が７０重量％以上９０重量％以下であり、非晶質芳香族ポリアミド
の含有量が１０重量％以上３０重量％以下であることがさらに好ましい。
【００５４】
　脂肪族ポリアミドとしては、融点が１８０℃以上２７０℃以下のものが好ましく用いら
れ、例えば、ナイロン６（融点：約２２０℃）、ナイロン６６（融点：約２６０℃）ナイ
ロン６－６６（融点:１８０℃以上２１０℃以下）、ナイロン６－１２（融点：約１３５
℃以上１９０℃以下）、ナイロン６－１０（融点：約２２０以上２３０℃以下）及びナイ
ロン６－６６－１２（融点：約１８０℃以上１９０℃以下）等を挙げることができる。す
なわち、中間層に含まれるポリアミド系樹脂は、ナイロン６、ナイロン６－６６、ナイロ
ン６－１２、ナイロン６－６６－１２、からなる群より選択される少なくとも１つを含む
ことが好ましい。中間層がこれらを含むポリアミド系樹脂を含有することで、当該中間層
を含む熱収縮性多層フィルムを容易に押し出し加工できる。
【００５５】
　非晶質芳香族ポリアミドとしては、イソフタル酸及びテレフタル酸を主たる酸性分とす
る脂肪族ジアミンとの重縮合物が用いられる。酸性分としては、イソフタル酸成分を４０
ｍｏｌ％以上９８ｍｏｌ％以下及びテレフタル酸成分を２ｍｏｌ％以上６０ｍｏｌ％以下
含む混合物が好ましい。特に汎用性の観点から、脂肪族ジアミンがヘキサメチレン単独か
らなり、ナイロン６Ｉ－６Ｔ（Ｎｙ６Ｉ－６Ｔ）と通称される非晶質ナイロンが好ましい
。
【００５６】
　脂肪族ポリアミドと非晶質芳香族ポリアミドとの混合物である場合、なかでも、二軸延
伸性及び延伸フィルムの熱収縮性の観点からナイロン６－６６とナイロン６Ｉ－６Ｔとの
混合物であることが好ましい。
【００５７】
　中間層におけるポリアミド系樹脂の含有量は、６０重量％以上１００重量％以下が好ま
しく、８０重量％以上１００重量％以下がより好ましく、１００重量％がさらに好ましい
。すなわち、中間層はポリアミド系樹脂以外に、例えば、エチレン－ビニルアルコール共
重合体、アイオノマー及びポリアミド／ポリエーテルブロック共重合体等の樹脂を含んで
いてもよいが、押出安定性及び延伸後のフィルムの透明性の観点からポリアミド系樹脂の
みから構成されていることが好ましい。
【００５８】
　また、中間層に含まれるポリアミド系樹脂のうち、特に、非晶質芳香族ポリアミドの含
有量が５重量％以上４０重量％以下であることが好ましい。非晶質芳香族ポリアミドの含
有量が、５重量％以上であることにより、延伸製膜性に優れ、４０重量％以下であること
により、熱収縮性多層フィルムの剛性を適度に高くすることができる。
【００５９】
　また、本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムの全膜厚における中間層の厚さとしては
、１５％よりも高く５０％以下であることが好ましく、２０％以上４５％以下であること
がより好ましく、２５％以上４０％以下であることがさらに好ましい。１５％よりも高い
ことにより、延伸性に優れ、５０％以下であることにより、熱収縮性多層フィルムの柔軟
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性に優れる。中間層の厚さとしては、具体的には、１μｍ以上５０μｍ以下であることが
好ましく、１．５μｍ以上４０μｍ以下であることがより好ましく、２μｍ以上３０μｍ
以下であることがさらに好ましい。
【００６０】
　なお、中間層には、必要に応じて、マレイン酸等の酸又はこれらの無水物によって変性
されたオレフィン系樹脂、エチレン－アクリル酸共重合体（ＥＡＡ）、エチレン－メタク
リル酸共重合体（ＥＭＭＡ）、アイオノマー樹脂（ＩО）及びエチレン－酢酸ビニル共重
合体ケン化物等のポリアミド系樹脂以外の熱可塑性樹脂をポリアミド系樹脂に２０重量％
まで含ませることができる。
【００６１】
　〔内面層〕
　本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムは、上述した内表面層、接着層及び中間層を必
須の構成層として含むものであるが、必要に応じて内表面層と接着層との間にあり、内表
面層と接着層との両方に隣接する内面層をさらに含んでいてもよい。
【００６２】
　内面層としては、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、超低密度直鎖状ポリエチレン（Ｖ
ＬＤＰＥ）、直鎖状低密度ポリエチレン（ＬＬＤＰＥ）、エチレン－プロピレン共重合体
（ＰＰ－Ｅｔ）、エチレン－酢酸ビニル共重合体（ＥＶＡ）、エチレン－アクリル酸共重
合体（ＥＡＡ）、エチレン－メタクリル酸共重合体（ＥＭＭＡ）、エチレンアクリル酸メ
チル共重合体（ＥＭＡ）、エチレンアクリル酸エチル共重合体（ＥＥＡ）、エチレン－ブ
チルアクリレート共重合体（ＥＢＡ）及びアイオノマー（ＩО）等を挙げることができ、
ＬＤＰＥ、ＶＬＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ、ＥＡＡ、ＥＶＡ及びＩОのうちの少なくとも１つを
含むことが好ましく、ＬＤＰＥ、ＶＬＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ、ＥＡＡ及びＥＶＡのうちの少
なくとも１つを含むことがより好ましく、ＬＤＰＥ、ＶＬＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ及びＥＶＡ
のうちの少なくとも１つを含むことがさらに好ましい。上述の樹脂を内面層が含むことで
、内表面層と接着層とが隣接している場合と同様に一次シール強度及び熱収縮率の高い熱
収縮性多層フィルムを得ることができ、水蒸気バリア性も向上させることができる。
【００６３】
　内面層におけるＬＤＰＥ、ＶＬＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ又はＥＶＡの含有量は、６０重量％
以上１００重量％以下が好ましく、７０重量％以上１００重量％以下がより好ましく、１
００重量％がさらに好ましい。すなわち、内面層はＬＤＰＥ、ＶＬＤＰＥ、ＬＬＤＰＥ又
はＥＡＡのみから構成されていてもよいが、熱収縮性多層フィルムを着色する場合には、
例えば、ベースポリマーに顔料等が含まれているマスターバッチを、ＬＤＰＥ、ＶＬＤＰ
Ｅ、ＬＬＤＰＥ又はＥＡＡ等の樹脂と混合して、内面層を形成してもよい。この場合、混
合するマスターバッチの重量は、内面層を形成するための樹脂の全重量の３０重量％以下
であることが好ましい。
【００６４】
　内面層の厚さは、０μｍ以上５０μｍ以下であることが好ましく、０μｍ以上４５μｍ
以下であることがより好ましく、０μｍ以上４０μｍ以下であることがさらに好ましい。
【００６５】
　〔バリア層〕
　本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムは、中間層の外側に隣接するガスバリア性の機
能を有するバリア層を含んでいてもよい。
【００６６】
　本実施形態では、熱収縮性多層フィルムの層構成が、外側から内側へ順に、バリア層／
中間層／接着層／内表面層又は内面層となっている。このように、本実施形態に係る熱収
縮性多層フィルムでは、接着層の直上にバリア層ではなく、中間層が積層されている。こ
こで、中間層は、バリア層よりも接着層と強固に接着する。そのため、本実施形態に係る
熱収縮性多層フィルムは、層構成が、外側から内側へ順に、中間層／バリア層／接着層／
内表面層又は内面層となっている熱収縮性多層フィルムよりも、層間接着力が高く、一次
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シール強度が高い。
【００６７】
　本実施形態において、バリア層一層構造であっても多層構造であってもよく、例えば、
包装内容物である生肉及び加工肉等の肉製品の、特に透過酸素による劣化を避けることが
できるものを好適に用いることができる。
【００６８】
　バリア層に含まれるものとしては、例えば、エチレン－ビニルアルコール共重合体（Ｅ
ＶＯＨ）、塩化ビニリデン系樹脂（ＰＶＤＣ）及びポリメタキシリレンアジパミド（ナイ
ロンＭＸＤ６）等を挙げることができ、隣接するポリアミド系樹脂と積層することで耐熱
性に優れるという観点からＥＶＯＨ及びナイロンＭＸＤ６がより好ましく、延伸性に優れ
、延伸後の熱収縮性多層フィルムが柔軟で扱いやすいという観点からＥＶＯＨがさらに好
ましい。
【００６９】
　ＥＶＯＨとしては、ビニルアルコール単量体単位の含有量が２７ｍｏｌ％以上４８ｍｏ
ｌ％以下であることが好ましく、３２ｍｏｌ％以上４８ｍｏｌ％以下であることがより好
ましく、３８ｍｏｌ％以上４８ｍｏｌ％以下であることがさらに好ましい。ビニルアルコ
ール単量体単位の含有量が上述の好ましい範囲にあることで、柔軟で熱収縮性に優れる熱
収縮性多層フィルムを得ることができる。
【００７０】
　バリア層におけるＥＶＯＨ又はナイロンＭＸＤ６の含有量は、６０重量％以上１００重
量％以下が好ましく、７０重量％以上１００重量％以下がより好ましく、８０重量％以上
１００重量％以下がさらに好ましい。すなわち、バリア層は上述の樹脂以外に、例えば、
ポリアミド樹脂及びポリオレフィン等の樹脂を含んでいてもよいが、バリア性の観点から
ＥＶＯＨ又はナイロンＭＸＤ６が８０重量％以上で構成されていることが好ましい。
【００７１】
　バリア層の厚さとしては、例えば、１μｍ以上２０μｍ以下であることが好ましく、３
μｍ以上１５μｍ以下であることがより好ましく、４μｍ以上１０μｍ以下であることが
さらに好ましい。上述の好ましい範囲にあることにより、バリア層が十分な厚さとなる。
これにより、延伸した後も、高湿度下において保管される場合も、熱収縮性多層フィルム
が必要とされるバリア性を維持することができる。
【００７２】
　バリア層がＥＶＯＨを含んでいる場合、ＥＶＯＨは水と親和性が高いため、高湿度下で
バリア性が低下する虞がある。ここで、熱収縮性多層フィルムが包装する肉等の内容物は
、フィルム中で非常に湿度が高くなっている。そのため、特に、内容物を包装した熱収縮
性多層フィルム（包装体）を、水に浸漬して収縮させた状態で保管した場合、包装体の湿
度が高くなる。その結果、熱収縮性多層フィルムのバリア性が低下する虞がある。これに
対し、バリア層の厚さが上述の好ましい範囲であることにより、熱収縮性多層フィルムの
バリア性を維持することができる。
【００７３】
　また、バリア層がナイロンＭＸＤ６を含んでいる場合、低湿度下におけるバリア性がＥ
ＶＯＨに比べて低いが、バリア層の厚さが上述の好ましい範囲であることにより、熱収縮
性多層フィルムのバリア性を維持することができる。
【００７４】
　〔外層〕
　本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムは、バリア層の外側に隣接する外層を含んでい
てもよい。
【００７５】
　外層を構成する樹脂としては、特に限定されるものではないが、例えば、上述の中間層
と同様のポリアミド系樹脂を含むことができる。この場合、外層の外側に上述の接着層と
同様の樹脂を含む接着層をさらに設けることにより、強固な層間接着力を有する多層フィ



(11) JP 6826894 B2 2021.2.10

10

20

30

40

50

ルムとすることができる。
【００７６】
　外層におけるポリアミド系樹脂の含有量は、６０重量％以上１００重量％以下が好まし
く、８０重量％以上１００重量％以下がより好ましく、１００重量％がさらに好ましい。
すなわち、外層はポリアミド系樹脂以外に、例えば、エチレン－ビニルアルコール共重合
体、アイオノマー及びポリアミド／ポリエーテルブロック共重合体等の樹脂を含んでいて
もよいが、押出安定性及び延伸後のフィルムの透明性の観点からポリアミド系樹脂のみか
ら構成されていることが好ましい。
【００７７】
　外層の厚さは、１μｍ以上５０μｍ以下であることが好ましく、１．５μｍ以上４０μ
ｍ以下であることがより好ましく、２μｍ以上３０μｍ以下であることがさらに好ましい
。
【００７８】
　〔最外層〕
　本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムは、外層の外側に隣接する最外層を含んでいて
もよい。
【００７９】
　最外層に含まれる樹脂は、特に限定されないが、例えば、耐熱性熱可塑性樹脂が挙げら
れる。これにより、表面光沢性、印刷適性又はラベル貼付適性、及び、高速シール適性に
優れる熱収縮性多層フィルムを得ることができる。
【００８０】
　最外層に含まれる耐熱性熱可塑性樹脂としては、例えば、脂肪族ポリエステル系樹脂、
芳香族ポリエステル系樹脂、脂肪族ポリアミド系樹脂及び芳香族ポリアミド系樹脂等が挙
げられ、脂肪族ポリエステル系樹脂及び芳香族ポリエステル系樹脂が好ましく、芳香族ポ
リエステル系樹脂がより好ましい。
【００８１】
　芳香族ポリエステル系樹脂としては、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエ
チレンテレフタレートイソフタレート共重合体(共重合ＰＥＴ)及びポリ乳酸(ＰＬＡ)、ポ
リヒドロキシ酪酸(ＰＨＢ)等を挙げることができ、ＰＥＴ及び共重合ＰＥＴが好ましく、
溶融共押出加工性の観点から共重合ＰＥＴがより好ましい。
【００８２】
　ここで、最外層は、上述の芳香族ポリエステル系樹脂以外に、滑剤及び／又は帯電防止
剤をさらに含んでいてもよい。滑剤は液状、固体状のいずれであってもよい。
【００８３】
　滑剤としては、例えば、流動パラフィン、天然パラフィン、ポリエチレンワックス及び
マイクロワックス等の炭化水素系滑剤、ステアリン酸及びラウリン酸等の脂肪酸系滑剤、
ステアリン酸アミド、パルミチン酸アミド、Ｎ－オレイルパルミチン酸アミド、ベヘン酸
アミド、エルカ酸アミド、アラキジン酸アミド、オレイン酸アミド、エスシン酸アミド、
メチレンビスステアロアミド及びエチレンビスステアロアミド等の脂肪族アミド系滑剤、
ブチルステアレート、硬化ヒマシ油、エチレングリコールモノステアレート及びステアリ
ン酸モノグリセライド等のエステル系滑剤、ステアリン酸亜鉛及びステアリン酸カルシウ
ム等の炭素数１２以上３０以下の脂肪酸から誘導される金属石鹸類、並びに、シリカ及び
ゼオライト等の無機系滑剤を挙げることができ、これらのうちの１種類のみを用いてもよ
く、２種類以上を用いてもよい。これらの滑剤のなかでも、脂肪酸アミド系滑剤及び金属
石鹸類が好ましい。なお、滑剤は、例えば、滑剤マスターバッチ(シリカを含む共重合Ｐ
ＥＴ)として、上述の芳香族ポリエステル系樹脂と混合される形で最外層に含まれる。こ
の場合、滑剤マスターバッチの含有量は、滑り性とフィルムの透明性の観点から、最外層
を構成する全樹脂重量の３重量％以上３０重量％以下が好ましく、５重量％以上２５重量
％以下がより好ましく、１０重量％以上２０重量％以下がさらに好ましい。ここで、滑剤
マスターバッチのベースとなる樹脂は、最外層に含まれる樹脂と同じなので、最外層に含
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まれるシリカの含有量としては、最外層を構成する全樹脂重量の０．０５重量％以上３重
量％以下が好ましく、０．１重量％以上２重量％以下がより好ましく、０．２重量％以上
１重量％以下がさらに好ましい。最外層におけるエルカ酸アミドの含有量としては、最外
層を構成する全樹脂重量の０．０２重量％以上３重量％以下が好ましく、０．０５重量％
以上２重量％以下がより好ましく、０．１重量％以上１重量％以下がさらに好ましい。
【００８４】
　帯電防止剤としては、例えば、アニオン系界面活性剤、カチオン系界面活性剤、非イオ
ン系界面活性剤及び両性界面活性剤を挙げることができる。帯電防止剤は、これらのうち
の１種類のみを用いてもよく、２種類以上を用いてもよい。帯電防止剤の含有量としては
、最外層を構成する全樹脂重量の０．０１重量％以上３重量％以下が好ましく、０．０５
重量％以上２重量％以下がより好ましく、０．１重量％以上１重量％以下がさらに好まし
い。
【００８５】
　最外層の厚さは、０．５μｍ以上１０μｍ以下であることが好ましく、１μｍ以上８μ
ｍ以下であることがより好ましく、１．５μｍ以上５μｍ以下であることがさらに好まし
い。
【００８６】
　〔熱収縮性多層フィルム〕
　上述のように、本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムは、ＥＶＡを含む層であって内
容物と接する内表面層と、酸変性エチレン系共重合体を含む接着層と、ポリアミド系樹脂
を含む中間層とが、この順に積層されており、接着層と中間層とが隣接していることで、
層間接着力が高くなっているため、一次シール部のシール強度が高く、且つ、高温下での
熱収縮率が高くなっている。これにより、熱収縮性多層フィルムを収縮させる際に、包装
材料の一次シールした部分である一次シール部に負担がかからず、一次シールが切れにく
くなる。
【００８７】
　なお、ここでいう一次シールとは、熱融着させていない状態の熱収縮性多層フィルムの
一端をシールすることを意味する。また、一次シール部とは、一次シールした部分のこと
を意味する。熱収縮性多層フィルムの一端をシールする方法としては、例えば、ヒートシ
ール又はインパルスシール等によって熱収縮性多層フィルム同士が重なった部分を熱融着
する方法がある。
【００８８】
　上述の熱収縮性多層フィルムを一次シールすることによって得られる包装材料としては
、例えば、底シールバッグ及びサイドシールバッグ等がある。
【００８９】
　底シールバッグは、樹脂積層体を管状ダイからフィルム状に押し出し、インフレーショ
ン法により二軸延伸することで得られた管状の熱収縮性多層フィルムを折りたたみ、当該
管状の熱収縮性多層フィルムに対し、フィルム状に押し出した押出方向に垂直な方向にヒ
ートシール又はインパルスシール等によって一次シールして袋の底シール部を形成し、底
シール部の位置と、当該押出方向において異なる位置で、当該押出方向に垂直な方向に当
該フィルムをカットして、袋の開口部を形成することで得られる。
【００９０】
　サイドシールバッグは、上述の管状の熱収縮性多層フィルムに対し、当該押出方向に垂
直な方向にヒートシール又はインパルスシール等によって一次シールして袋のサイドシー
ル部（バッグ側面）を形成し、当該押出方向に平行な方向に当該フィルムをカットして、
袋の開口部を形成することで得られる。
【００９１】
　本実施形態において、一次シール部が切れにくい一次シール部のシール強度（接着力）
とは、低温シール強度、２３℃におけるシール強度及び９０℃におけるシール強度に優れ
ることを意味する。
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【００９２】
　ここで、低温シール強度は、例えば、５℃下でのシール部に対する落球試験を行うこと
でどのくらい優れるかを確かめることができる。当該落球試験は、生肉を充填する５℃前
後での場所において、底シールバッグのユーザーが、５ｋｇの生肉を勢いよく底シールバ
ッグに落として充填した際に、生肉の重みで底シールバッグの一次シール部が破れてしま
うかどうかを確認するための試験である。
【００９３】
　以下に、５℃下でのシール部に対する落球試験の手順（１）～（６）について具体的に
説明する。
【００９４】
　（１）まず、収縮前の熱収縮性多層フィルムから作成した１０個の試験用底シールバッ
グを、５℃の冷蔵室内で２４時間保管する。
【００９５】
　（２）次に、５℃の冷蔵室内で底シールバッグの開口部を上に向け、一次シール部の中
央部分が、冷蔵室の床から高さ３０ｃｍの位置となるように、底シールバッグを宙吊りに
して固定する。
【００９６】
　（３）次に、冷蔵室の床から１００ｃｍ（一次シール部の中央部分から７０ｃｍ）の高
さから、重さ５．５ｋｇのボーリングの球を一次シール部に自然落下させる。
【００９７】
　（４）一次シール部が破れた場合は、「シール破れ有り」とする。一次シール部が破れ
なかった場合は、続けてボーリングの球を一次シール部に落下させる。５回繰り返しても
一次シール部が破れなかった場合は、「シール破れ無し」とする。
【００９８】
　（５）「シール破れ有り」、又は、「シール破れ無し」と判定した場合は、底シールバ
ッグにボーリングの球を落下させるのをやめ、別の底シールバッグに取り替え、手順（２
）～（４）を行う。このようにして、１０個の試験用底シールバッグそれぞれに対し、手
順（２）～（４）を行う。
【００９９】
　（６）シール破れ個数（破袋数）が１０個中３個以下である場合、収縮前の熱収縮性多
層フィルムは、低温シール強度に優れると判断できる。シール破れ個数が２個以下であれ
ば、低温シール強度により優れ、シール破れ個数が１個以下であれば、低温シール強度に
さらに優れる。
【０１００】
　また、２３℃及び９０℃における一次シール部のシール強度に関しては、真空包装機（
Ｍｕｌｔｉｖａｃ　ＡＧＷ）を用いてインパルスシールにより一次シールして作製した試
料を、常温で２時間以上放置した後、当該試料の一次シール部を公知の引張試験機を用い
て各温度において測定することができる。
【０１０１】
　なお、２３℃における一次シール強度としては、２２Ｎ／１５ｍｍ以上であることが好
ましく、２４Ｎ／１５ｍｍ以上であることがより好ましく、２６Ｎ／１５ｍｍ以上である
ことがさらに好ましい。また、９０℃における一次シール強度としては、１．７Ｎ／１５
ｍｍ以上であることが好ましく、１．８Ｎ／１５ｍｍ以上であることがより好ましく、１
．９Ｎ／１５ｍｍ以上であることがさらに好ましい。
【０１０２】
　一次シール強度は、高ければ高いほどよいが、一次シール強度が高すぎると、熱収縮性
多層フィルムの内表面層（母材）が切れる可能性があり、母材が切れる一次シール強度を
一次シール強度の上限値とみなすことができる。ここで、熱収縮性多層フィルムが切れる
一次シール強度の上限値は、実質的に各熱収縮性多層フィルムの引張強度に近似すること
ができる。また、層の構成が同じであっても、熱収縮性多層フィルムの厚さが厚いほど、
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一次シール強度の上限値は高くなる。例えば、４０μｍの熱収縮性多層フィルムの引張強
度が８５Ｎ／１５ｍｍであるとき、当該熱収縮性多層フィルムの一次シール強度の上限値
は、８５Ｎ／１５ｍｍとみなすことができる。また、当該熱収縮性多層フィルムの厚さを
４０μｍから７０μｍと厚くした場合、当該フィルムの一次シール強度の上限値は、８５
Ｎ／１５ｍｍよりも高くなる。
【０１０３】
　また、層間接着力とは、ここでは、特に、２３℃における接着層と中間層との間の接着
力を意味する。層間接着力としては、１Ｎ／１５ｍｍ以上であることが好ましく、２Ｎ／
１５ｍｍ以上であることがより好ましく、３Ｎ／１５ｍｍ以上であることがさらに好まし
い。層間接着力が上述の好ましい範囲にあることにより、一次シール部のシール強度をよ
り高くすることができる。
【０１０４】
　層間接着力としては、例えば、熱収縮性多層フィルムから幅１５ｍｍ、長さ１００ｍｍ
の試料を切り取り、試料の長さ方向の一方の端から８５ｍｍを残し、他の端から１５ｍｍ
まで、内表面層と中間層との間を剥離して、一方の層の端に長さ１５ｍｍの「つかみしろ
」を有する試験片を作成する。そして、公知の引張試験機に、試験片の「つかみしろ」を
固定し、一定の引張速度で試験片の残りの８５ｍｍを剥離するように内表面層と中間層と
を引っ張り、剥離するのに必要な強度を測定することで求めることができる。
【０１０５】
　ここで、本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムは、内表面層と接着層とは、層に含ま
れる樹脂が類似しており、互いに強固に接着しているため、内表面層と中間層とを引っ張
った場合でも、これらの層間では剥離しない。一方で、接着層と中間層との間の接着力は
内表面層と接着層との間の接着力に比べて弱いため、接着層と中間層との間で剥離する可
能性がある。そのため、層間接着力を、本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムにおいて
は、接着層と中間層との間の接着力とみなし、当該接着力を測定することで、本実施形態
に係る熱収縮性多層フィルムの内表面層から中間層までの積層体が剥離しにくいかどうか
を確かめることができる。
【０１０６】
　なお、上述の通り、接着層と中間層とは、内表面層と接着層との間の接着力に比べて低
いが、それでもなお、接着層と中間層とを剥離しきれないほどに強固に接着している場合
、例えば、接着層と中間層間との接着力が４Ｎ／１５ｍｍより大きい場合には、接着層と
中間層とを剥離しきる前に、内表面層が切れ、「母材切れ」となることがある。すなわち
、内表面層と中間層とを上述の条件で剥離した場合に、母材切れとなった場合には、接着
層と中間層との間の接着力が４Ｎ／１５ｍｍより大きいように測定したことになる。
【０１０７】
　また、高温下の熱収縮率とは、８０℃における熱収縮性多層フィルムのＭＤの熱収縮率
と、ＴＤの熱収縮率とのことを示す。ＭＤの熱収縮率と、ＴＤの熱収縮率は、それぞれ、
２８％以上５０％以下であることが好ましく、３０％以上４５％以下であることがより好
ましく、３２％以上４０％以下であることがさらに好ましい。
【０１０８】
　８０℃におけるＭＤの熱収縮率と、ＴＤの熱収縮率は、例えば、１００ｍｍ（ＭＤ）×
１００ｍｍ（ＴＤ）に切り出した熱収縮性多層フィルムを、８０℃の熱水中に１０秒浸漬
した後、取り出し、常温の水中で冷却し、冷却後に定規で測定したＭＤの長さ及びＴＤの
長さと、浸漬前のＭＤの長さ及びＴＤの長さ、及び、収縮率（％）＝（１００－浸漬後の
長さ）/１００×１００の式から、それぞれ求めることができる。
【０１０９】
　また、本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムは、セルフウエルド性も優れる。本実施
形態において、セルフウエルド性に優れるとは、例えば、熱収縮性多層フィルムをインパ
ルスシール等によって一次シールすることでパウチ（袋）を作製し、当該パウチに内容物
を充填した包装体を８０℃の熱水中に約３秒浸漬して熱収縮させ、直ちに冷水にて冷却し
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て得られた試料を雰囲気温度２３℃、雰囲気湿度５０％ＲＨの部屋で１日以上放置したと
きの、試料の包装材料の余剰部分（耳部）における内表面層同士の接着力（セルフウエル
ド強度）が１Ｎ／１５ｍｍ以上２０Ｎ／１５ｍｍ以下であることを言う。接着力は、公知
の引張試験機を用いて測定することができる。
【０１１０】
　本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムは、内容物と接する内表面層と、接着層と、当
該接着層に隣接する中間層との少なくとも３層を含めば一次シール部が切れにくい包装材
料として使用することができるが、内表面層と接着層との間にあり、内表面層と上記接着
層との両方に隣接している内面層をさらに含んでいてもよい。また、必要に応じて、バリ
ア層、バリア層の外側に接する外層、熱収縮性多層フィルムのうちの最も外側にある最外
層、及び、内表面層と中間層との間以外にも各層同士を接着する接着層を有していてもよ
い。
【０１１１】
　〔内容物〕
　内容物は、本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムに包装されるものである。本実施形
態において、内容物としては、例えば、畜産肉等の食肉が挙げられ、より具体的には、牛
、豚、羊及び鳥（例えば鶏、七面鳥及び鴨）等の肉が挙げられる。
【０１１２】
　それぞれの食肉の形状は問わないが、例えば牛肉、豚肉又は羊肉の場合、カット（枝肉
から切断した５ｋｇ以上１５ｋｇ以下の肉塊）、ブロック（枝肉から切断した５ｋｇ未満
の肉塊）、スライス及びミンチ等が挙げられ、鳥肉の場合、ホール（頭部、羽根及び内臓
を除去したもの）、ブロック、スライス並びにミンチ等が挙げられる。
【０１１３】
　＜熱収縮性多層フィルムの製造方法＞
　本実施形態に係る熱収縮性多層フィルムは、各層を形成するための樹脂を複数の押出機
でそれぞれ溶融押出しした後、溶融された樹脂を環状ダイ等に導入して共押出しし、公知
の方法で延伸して製造する。
【０１１４】
　溶融押出しするときの温度は、各層に含まれる樹脂が溶融する温度以上であり、熱分解
する温度未満であれば特に限定されず、任意の温度を取ることができる。
【０１１５】
　例えば、内表面層を形成するためのＥＶＡの場合、１００℃以上２２０℃以下であるこ
とが好ましく、１１０℃以上２１０℃以下であることがより好ましい。内面層を形成する
ための樹脂の場合、１００℃以上２２０℃以下であることが好ましく、１１０℃以上２１
０℃以下であることがより好ましい。接着層を形成するための樹脂の場合、１００℃以上
２２０℃以下であることが好ましく、１１０℃以上２１０℃以下であることがより好まし
い。中間層を形成するための樹脂の場合、１４０℃以上２６０℃以下であることが好まし
く、１５０℃以上２５０℃以下であることがより好ましい。バリア層を形成するための樹
脂の場合、１３０℃以上２８０℃以下であることが好ましく、１４０℃以上２７０℃以下
であることがより好ましい。外層を形成するための樹脂の場合、１４０℃以上２６０℃以
下であることが好ましく、１５０℃以上２５０℃以下であることがより好ましい。最外層
を形成するための樹脂の場合、２３０℃以上２８０℃以下であることが好ましく、２４０
℃以上２７０℃以下であることがより好ましい。
【０１１６】
　環状ダイで共押出しする温度としては、２３０℃以上２８０℃以下であることが好まし
く、２３５℃以上２７０℃以下であることがより好ましい。
【０１１７】
　次に、共押出しして環状ダイ出口から流出した溶融管状体を、水浴中で冷却させつつ、
ピンチローラで押圧して、フィルム状の管状体にする。冷却温度としては、各層を構成す
る樹脂の融点以下であればよく、例えば、５℃以上３０℃以下であることが好ましく、１
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０℃以上２５℃以下であることがより好ましい。
【０１１８】
　また、水浴中で冷却した後のフィルム状の管状体を、延伸前又は後で、公知の方法によ
り、放射線を照射してもよい。このような形態により、各層に含まれる樹脂同士を架橋さ
せることによって、延伸性、耐熱性及び機械的強度等を未照射のものに比べて向上させる
ことができる。
【０１１９】
　放射線としては、α線、β線、電子線、γ線及びＸ線等公知の放射線を使用することが
できるが、照射前後での架橋効果の観点から、電子線及びγ線が好ましく、なかでも電子
線が、熱収縮性多層フィルムを製造する上での作業性及び生産能力の高さ等の点でより好
ましい。放射線の放射条件は、目的とする用途に応じて、適宜設定すればよく、一例を挙
げるならば、電子線の場合は、加速電圧が１５０キロエレクトロンボルト以上５００キロ
エレクトロンボルト（以下、「ｋｅＶ」と記載する）以下の範囲、照射線量が１０キログ
レイ以上２００キログレイ（以下、「ｋＧｙ」と記載する）以下の範囲が好ましく、γ線
の場合は、線量率が０．０５以上３ｋＧｙ／時間の範囲が好ましい。
【０１２０】
　また、冷却後のフィルム状の管状体又は電子線照射後のフィルム状の管状体を加熱した
後、冷却しながら延伸する。
【０１２１】
　加熱は、例えば、温水中を通過させる等によって行い、延伸してバブル形状にする。再
加熱の温度としては、延伸性の観点から、８５℃以上８９℃以下であることが好ましく、
８５℃以上８７℃以下であることがより好ましい。
【０１２２】
　加熱により延伸した管状体フィルムは、所定のサイズに止めて、インフレーションバブ
ルを安定させるため、冷却する。冷却温度としては、５℃以上３０℃以下であることが好
ましく、１０℃以上２５℃以下であることがより好ましい。
【０１２３】
　延伸工程において、延伸する方法としては、管状体の内部に流体を入れながら当該管状
体を垂直方向に引き出すインフレーション法を用いる。一軸延伸又は二軸延伸によって製
造することが好ましい。
【０１２４】
　一軸又は二軸延伸を適当に行うことにより、熱収縮性多層フィルムの熱収縮率を上述の
好ましい範囲とすることができる。また、一般的には二軸延伸すると、分子が配向するの
で、透明性、バリア性及び強度の観点から二軸延伸することがより好ましい。
【０１２５】
　延伸倍率としては、特に限定されないが、縦方向（ＭＤ）の延伸倍率としては、２．５
倍以上４．０倍以下であることが好ましく、２．７倍以上３．８倍以下であることがより
好ましい。また、横方向（ＴＤ）の延伸倍率としては、２．６倍以上３．８倍以下である
ことが好ましく、２．８倍以上３．６倍以下であることがより好ましい。
【０１２６】
　次に、得られた延伸後の管状体フィルムを、熱処理用の筒の中に導き、熱処理筒の吹き
出し口から吹き出された蒸気によって６０℃以上９０℃以下に加熱する。これにより、Ｍ
Ｄに３％以上２５％以下緩和し、ＴＤに３％以上２５％以下緩和させる。この熱処理を１
秒以上１０秒以下行うことで、バブル形状の管状体の熱収縮性多層フィルムを製造するこ
とができる。
【０１２７】
　以下に実施例を示し、本発明の実施の形態についてさらに詳しく説明する。もちろん、
本発明は以下の実施例に限定されるものではなく、細部については様々な態様が可能であ
ることは言うまでもない。また、本発明は上述した実施形態に限定されるものではなく、
請求項に示した範囲で種々の変更が可能であり、それぞれ開示された技術的手段を適宜組
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み合わせて得られる実施形態についても本発明の技術的範囲に含まれる。また、本明細書
中に記載された文献の全てが参考として援用される。
【実施例】
【０１２８】
　実施例及び比較例に用いられる熱収縮性多層フィルムにおける各層の樹脂材料を以下に
示す。
（１）共重合ＰＥＴ
　実施例及び比較例における最外層に、ベルポリエステルプロダクツ株式会社製のＢＥＬ
ＬＰＥＴ　ＩＦＧ－８Ｌ（共重合ポリエチレンテレフタレート）と、日本ピグメント株式
会社製のＭＢ６０（滑剤マスターバッチ）とを重量比８８：１２で混合した樹脂を共重合
ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）として使用した。
（２）Ｎｙ
　実施例及び比較例における外層や中間層に、宇部興産株式会社製のＵＢＥ　Ｎｙｌｏｎ
　５０３４Ｂ（ナイロン６－６６）と、Ｄｕｐｏｎｔ株式会社製のＳｅｌａｒ　ＰＡ３４
２６（ナイロン６Ｉ－６Ｔ）とを重量比８５：１５で混合した樹脂をＮｙ（ナイロン）と
して使用した。
（３）ＥＶＯＨ
　実施例及び比較例におけるバリア層に、Ｋｕｒａｒａｙ株式会社製のＥｖａｌ　Ｇ１５
６ＢをＥＶＯＨとして使用した。
（４）　Ｍｏｄ－ＰＥ
　実施例及び比較例における接着層に、三井化学株式会社製のＡｄｍｅｒ　ＳＦ７３０を
Ｍｏｄ－ＰＥ（酸変性エチレン－αオレフィン共重合体）として使用した。
（５）　Ｍｏｄ－ＥＶＡ
　実施例及び比較例における接着層に、ＤｕＰｏｎｔ社製のＢｙｎｅｌ３８６１をＭｏｄ
－ＥＶＡ（酸変性エチレン－酢酸ビニル共重合体）として使用した。
（６）ＥＶＡ＋ｔａｃｋｉｆｉｅｒ（１０重量％）
　比較例における接着層に、東ソー株式会社製のウルトラセン　６３５（ＥＶＡ）と、荒
川化学工業株式会社製の水素化ロジンエステル　エステルガムＨＰ（粘着付与剤）とを重
量比９０：１０で混合した樹脂をＥＶＡ＋ｔａｃｋｉｆｉｅｒ（１０重量％）として使用
した。
（７）ＥＶＡ＋ｔａｃｋｉｆｉｅｒ（３０重量％）
　比較例における接着層に、東ソー株式会社製のウルトラセン　６３５（ＥＶＡ）と、荒
川化学工業株式会社製の水素化ロジンエステル　エステルガムＨＰ（粘着付与剤）とを重
量比７０：３０で混合した樹脂をＥＶＡ＋ｔａｃｋｉｆｉｅｒ（３０重量％）として使用
した。
（８）ＥＶＡ
　実施例及び比較例における内表面層に、ＥＶＡにおける酢酸ビニル単量体単位の含有量
が１８重量％であるＤｕＰｏｎｔ社製のＥｌｖａｘ３１６５を使用した。
（９）ＶＬＤＰＥ
　比較例における内表面層に、Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ製の
ＡＴＴＡＮＥ　４６０７ＧＣ（ＶＬＤＰＥ）と、住友化学株式会社製のＳＵＭＩＫＡＴＨ
ＥＮＥ　Ａ－２６（アンチブロッキング剤マスターバッチ）とを重量比９０：１０で混合
した樹脂をＶＬＤＰＥとして使用した。
（１０）ＩＯ
　比較例における内表面層に、ＤｕＰｏｎｔ株式会社製のＳＵＲＹＮ１７０７をＩＯ（ア
イオノマー樹脂）として使用した。
【０１２９】
　＜実施例１＞
　実施例１では、外側から内側へ順に、括弧内に示す厚さ（単位：μｍ）の共重合ＰＥＴ
（２）／Ｍｏｄ－ＰＥ（１．５）／Ｎｙ（７）／ＥＶＯＨ（４）／Ｎｙ（７）／Ｍｏｄ－
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ＰＥ（１．５）／ＥＶＡ（１７）をそれぞれ各層に含む層構成の熱収縮性多層フィルムを
以下の方法により作製した。
【０１３０】
　各樹脂を複数の押し出し機でそれぞれ溶融押出しした。溶融押出しされた樹脂を環状ダ
イに導入し、上述の層構成となるように溶融接合し、共押出し加工を行った。環状ダイ出
口から流出した溶融管状体を、水浴中で約２０℃に急冷しつつ、ピンチローラで押圧し、
フィルム状の管状体にした。次に、得られたフィルム状の管状体を８７℃の温水浴中を通
過させてバブル形状の管状体フィルムにし、２０℃以上２５℃以下のエアリングで冷却し
ながらインフレーション法により縦方向（ＭＤ）に３．０倍、横方向（ＴＤ）に３．１倍
の延伸倍率で同時二軸延伸した。次いで、延伸後の管状体フィルムを、約２ｍの筒長を有
する熱処理用の筒の中に導き、バブル形状の熱処理中の管状体フィルムにした。また、こ
の管状体フィルムを、吹き出し口より吹き出させたスチームにより７０℃に加熱し、縦方
向に６％緩和、横方向に６％緩和させながら２秒間熱処理することで、管状体の熱収縮性
多層フィルムを得た。
【０１３１】
　＜実施例２＞
　実施例２では、接着層として、Ｍｏｄ－ＰＥの代わりに、Ｍｏｄ－ＥＶＡを用いたこと
以外は、実施例１と同様に熱収縮性多層フィルムを得た。
【０１３２】
　＜実施例３＞
　実施例３では、内表面層のＥＶＡの厚さを１７μｍから３７μｍにし、Ｎｙを含む中間
層及びＮｙを含む外層の厚さを、それぞれ７μｍから１２μｍに変更した以外は、実施例
２と同様に熱収縮性多層フィルムを得た。
【０１３３】
　＜実施例４＞
　実施例４では、Ｎｙを含む外層を設けない代わりにＮｙを含む中間層の厚さを７μｍか
ら１４μｍに変更した以外は、実施例１と同様に熱収縮性多層フィルムを得た。
【０１３４】
　＜比較例１＞
　比較例１では、Ｎｙを含む中間層を設けない代わりにＮｙを含む外層の厚さを７μｍか
ら１４μｍに変更した以外は、実施例１と同様に熱収縮性多層フィルムを得た。
【０１３５】
　＜比較例２＞
　比較例２では、接着層として、Ｍｏｄ－ＰＥの代わりに、Ｍｏｄ－ＥＶＡを用いたこと
以外は、比較例１と同様に熱収縮性多層フィルムを得た。
【０１３６】
　＜比較例３＞
　比較例３では、接着層として、Ｍｏｄ－ＰＥの代わりに、ＥＶＡ＋ｔａｃｋｉｆｉｌｅ
ｒ（１０重量％）を用いたこと以外は、実施例１と同様に熱収縮性多層フィルムを得た。
【０１３７】
　＜比較例４＞
　比較例４では、内表面層に隣接する接着層として、Ｍｏｄ－ＰＥの代わりに、ＥＶＡ＋
ｔａｃｋｉｆｉｅｒ（３０重量％）を用いたこと以外は、実施例１と同様に熱収縮性多層
フィルムを得た。
【０１３８】
　＜比較例５＞
　比較例５では、内表面層として、ＥＶＡの代わりにＶＬＤＰＥを用いたこと以外は、実
施例１と同様に熱収縮性多層フィルムを得た。
【０１３９】
　＜比較例６＞
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　比較例６では、Ｎｙを含む中間層を設けない代わりにＮｙを含む外層の厚さを７μｍか
ら１４μｍに変更した以外は、比較例５と同様に熱収縮性多層フィルムを得た。
【０１４０】
　＜比較例７＞
　比較例７では、内表面層として、ＶＬＤＰＥの代わりに、ＩＯを用いたこと以外は、比
較例６と同様に熱収縮性多層フィルムを得た。
【０１４１】
　＜熱収縮性多層フィルムの諸特性＞
　以下、実施例１～４及び比較例１～７で作製した熱収縮性多層フィルムの諸特性を測定
した。
【０１４２】
　〔一次シール部のシール強度〕
　低温シール強度（５℃落球強度）は、５℃下でのシール部に対する落球試験を行うこと
で測定した。当該落球試験は、生肉を充填する５℃前後での場所において、底シールバッ
グのユーザーが、５ｋｇの生肉を勢いよく底シールバッグに落として充填した際に、生肉
の重みで底シールバッグの一次シール部が破れてしまうかどうかを確認するための試験で
ある。
【０１４３】
　５℃下でのシール部に対する落球試験を以下の手順（１）～（６）に基づいて行った。
【０１４４】
　（１）まず、実施例１～４及び比較例１～７の、収縮前の熱収縮性多層フィルムから作
成した１０個の試験用底シールバッグを、５℃の冷蔵室内で２４時間保管した。
【０１４５】
　（２）次に、５℃の冷蔵室内で底シールバッグの開口部を上に向け、一次シール部の中
央部分が、冷蔵室の床から高さ３０ｃｍの位置となるように、底シールバッグを宙吊りに
して固定した。
【０１４６】
　（３）次に、冷蔵室の床から１００ｃｍ（一次シール部の中央部分から７０ｃｍ）の高
さから、重さ５．５ｋｇのボーリングの球を一次シール部に自然落下させた。
【０１４７】
　（４）一次シール部が破れた場合は、「シール破れ有り」とした。一次シール部が破れ
なかった場合は、続けてボーリングの球を一次シール部に落下させた。５回繰り返しても
一次シール部が破れなかった場合は、「シール破れ無し」とした。
【０１４８】
　（５）「シール破れ有り」、又は、「シール破れ無し」と判定した場合は、底シールバ
ッグにボーリングの球を落下させるのをやめ、別の底シールバッグに取り替え、手順（２
）～（４）を行った。このようにして、１０個の試験用底シールバッグそれぞれに対し、
手順（２）～（４）を行った。
【０１４９】
　（６）シール破れ個数（破袋数）が１０個中何個であるかを測定した。結果を表１に示
す。
【０１５０】
　また、２３℃及び９０℃のシール強度に関しては、以下のように測定した。作製した熱
収縮性多層フィルムに対し、真空包装機（Ｍｕｌｔｉｖａｃ　ＡＧＷ）を用いて、シール
時間２秒、シール圧力１ｋｇ／ｃｍ２、シールバーの幅１ｍｍ、シール温度１６０±２℃
の条件で、インパルスシールによって一次シールし、試料を作成した。次に、当該試料を
常温で２時間以上放置した後、試料の一次シール部を、オリエンテック社製の引張試験機
テンシロンＲＴＭ－１００を用いて、以下の条件で雰囲気温度２３℃及び９０℃において
、それぞれ５回測定し、５回測定した測定値の平均値を一次シール部のシール強度とした
。
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・つかみ具（チャック）間距離：２０ｍｍ
・つかみ具（チャック）速度：３００ｍｍ／分
・試料幅：１５ｍｍ
・雰囲気湿度：５０％ＲＨ
　得られた結果から、それぞれの温度における、一次シール部のシール強度の評価を以下
の基準で行った。結果を表１に示す。
○：２３℃のおける一次シール部のシール強度が２５Ｎ／１５ｍｍ以上
×：２３℃のおける一次シール部のシール強度が２５Ｎ／１５ｍｍ未満
○：９０℃のおける一次シール部のシール強度が１．８Ｎ／１５ｍｍ以上
×：９０℃のおける一次シール部のシール強度が１．８Ｎ／１５ｍｍ未満
　〔層間接着力〕
　オリエンテック社製の引張試験機テンシロンＲＴＭ－１００を用いて、作製した熱収縮
性多層フィルムについて、２３℃における接着層と中間層との層間接着力を測定した。よ
り具体的には、熱収縮性多層フィルムから幅１５ｍｍ、長さ１００ｍｍの試料を切り取り
、試料の長さ方向の一方の端から８５ｍｍを残し、他の端から１５ｍｍまで、接着層と中
間層とを剥離して、一方の端に長さ１５ｍｍ「つかみしろ」を有する試験片を作成した。
次に、引張試験機に、試験片の「つかみしろ」を固定し、引張速度２００ｍｍ／ｍｉｎで
、試験片の残りの８５ｍｍを剥離して、剥離に要する接着力を５回測定し、５回測定した
ときの平均値を層間接着力として求めた。結果を表１に示す。なお、接着層と中間層との
層間接着力が４Ｎ／１５ｍｍ以上であったものについては、接着層と中間層と剥離しきる
前に、内表面層が切れた。このような場合は、「母材切れ」と記載した。
【０１５１】
　〔セルフウエルド性〕
　折幅２５０ｍｍになるように調整した管状の熱収縮性多層フィルムを流れ方向と垂直に
ヒートシールすることで幅２５０ｍｍ×長さ６００ｍｍの底シールバッグを作成した。次
に幅約１５０ｍｍ、長さ約２００ｍｍの生肉（約２５００ｇ）を当該バッグに充填し、真
空包装機（Ｍｕｌｔｉｖａｃ　ＡＧＷ）を用いて、真空包装体を得た。
得られた真空包装体を８０℃熱水中に約３秒浸漬して熱収縮させ、直ちに冷水にて冷却し
、セルフウエルド性を評価するためのサンプルを得た。
【０１５２】
　得られたサンプルを１日以上放置（調湿）した後、試料の耳部の内表面層同士の接着力
を、オリエンテック社製の引張試験機テンシロンＲＴＭ－１００を用いて、以下の条件で
５回測定し、５回測定した測定値の平均値を内表面層同士の接着力（セルフウエルド強度
）とした。
・つかみ具（チャック）間距離：２０ｍｍ
・つかみ具（チャック）速度：３００ｍｍ／分
・試料巾：１５ｍｍ
・雰囲気温度：２３℃
・雰囲気湿度：５０％ＲＨ
　内表面層同士の接着力の結果から、セルフウエルド性の評価を以下の基準で行った。結
果を表１に示す。
○：内表面層同士の接着力が１Ｎ／１５ｍｍ以上
×：内表面層同士の接着力が１Ｎ／１５ｍｍ未満
　〔熱収縮率〕
　熱収縮性多層フィルムの熱収縮率を以下の方法で測定した。
【０１５３】
　１００ｍｍ（縦方向：ＭＤ）×１００ｍｍ（横方向：ＴＤ）に切り出した熱収縮性多層
フィルムを、８０℃の熱水中に１０秒浸漬した後、取り出し、常温の水中で冷却した。
【０１５４】
　浸漬し、冷却した後の熱収縮性多層フィルムについて、ＭＤの長さ及びＴＤの長さを定
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規で測定し、当該浸漬後のＭＤの長さ及びＴＤの長さ、浸漬前のＭＤの長さ及びＴＤの長
さと、及び、収縮率（％）＝（１００－浸漬後の長さ）/１００×１００の式から、ＭＤ
の収縮率及びＴＤの収縮率をそれぞれ求めた。結果を表１に示す。
【０１５５】
【表１】

【０１５６】
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　ここで、表１の層の構成における各層に含まれる樹脂の右上に記載されている数字は、
各層の厚さを示している。
【０１５７】
　表１から明らかなように、Ｎｙを含む中間層が設けられている実施例１～４は、Ｎｙを
含む中間層が設けられていない比較例１、２及び７に比べて一次シール強度及び層間接着
力が高くなっている。
【０１５８】
　また、内表面層にＥＶＡを含み、当該内表面層と、Ｍｏｄ－ＰＥ又はＭｏｄ－ＥＶＡを
含む接着層と、Ｎｙを含む中間層とを、内側から外側にこの順で積層している実施例１～
４は、内表面層にＶＬＤＰＥ又はＩＯを含んでいる比較例５～７に比べて熱収縮率が高く
なっている。
【産業上の利用可能性】
【０１５９】
　本発明は、食肉等の真空包装材用のフィルムとして利用することができる。
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